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1. 概要 

本資料は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）（以下，「立

坑」という。）が基準地震動Ｓｓに対して十分な構造強度及び支持機能を有していることを

確認するものである。 

立坑に要求される機能の維持を確認するにあたっては，地震応答解析及び静的解析に基づ

く構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価により行う。 
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2. 基本方針 

位置 

立坑の平面配置図を図 2-1 に示す。 

 

図 2-1（1） 立坑の平面配置図（全体平面図） 

 

 

図 2-1（2） 立坑の平面配置図（拡大図） 
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構造概要 

立坑は，電気ケーブル，軽油移送配管及び水配管を支持する 4 層 2 連カルバート状の鉄

筋コンクリート構造物であり，南北方向約 12.5 m，東西方向約 16.5 m，高さ約 39 m であ

る。構造物は，十分な支持性能を有する岩盤に直接設置する。 

立坑の平面図を図 2-2，断面図（南北方向）を図 2-3，断面図（東西方向）を図 2-4 に

示す。 

 

 

図 2-2 立坑の平面図 
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図 2-3 立坑の断面図（南北方向断面） 

 

図 2-4 立坑の断面図（東西方向断面） 
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評価方針 

立坑は，設計基準対象施設においては，Ｓクラス施設の間接支持構造物に，重大事故等

対処施設においては，常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設に分類される。 

立坑の耐震評価は，添付書類「Ⅴ-2-2-22-4 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑

部）の地震応答計算書」により得られた解析結果に基づき，設計基準対象施設及び重大事

故等対処施設の評価として，表 2-1 に示すとおり，構造部材の健全性評価及び基礎地盤の

支持性能評価を行う。 

構造部材の健全性評価及び基礎地盤の支持性能評価を実施することで，構造強度を有す

ること及びＳクラスの設備を支持する機能を損なわないことを確認する。 

構造部材の健全性評価については，構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確

認する。基礎地盤の支持性能評価については，基礎地盤に生じる接地圧が極限支持力に基

づく許容限界以下であることを確認する。 

立坑の耐震評価フローを図 2-5 に示す。 

ここで，立坑は，運転時，設計基準事故時及び重大事故時の状態における圧力，温度等

について，耐震評価における手法及び条件に有意な差異はなく，評価は設計基準対象施設

の評価結果に包括されることから，設計基準対象施設の評価結果を用いた重大事故等対処

施設の評価を行う。 

表 2-1 立坑の評価項目 

評価方針 評価項目 部位 評価方法 許容限界 

構 造 強 度

を 有 す る

こと 

構 造 部 材の

健全性 

鉛直断面 

水平断面 

版部材 

曲げ軸力，せん断力に

対する発生応力が許容

限界以下であることを

確認 

短期 許容 応力

度 

基 礎 地 盤の

支持性能 

基礎地盤 接地圧が許容限界以下

であることを確認 

極限支持力＊ 

Ｓ ク ラ ス

の 設 備 を

支 持 す る

機 能 を 損

な わ な い

こと 

構 造 部 材の

健全性 

鉛直断面 

水平断面 

版部材 

曲げ軸力，せん断力に

対する発生応力が許容

限界以下であることを

確認 

短期 許容 応力

度 

基 礎 地 盤の

支持性能 

基礎地盤 接地圧が許容限界以下

であることを確認 

極限支持力＊ 

注記 ＊：妥当な安全余裕を考慮する。 
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図2-5 立坑の耐震評価フロー 

 

  

評価方針

評価対象断面の設定

許容限界の設定

構造部材の応答値算定 支持地盤に発生する
接地圧の算定

構造部材の健全性評価＊1 基礎地盤の支持性能評価＊2

評価終了

機器・配管系への
加速度応答等

評価開始

Ⅴ-2-2-22-4
常設代替高圧電源装置用
カルバート（立坑部）の
地震応答計算書

※詳細は図 2-6 に示す 
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構造部材の応答値算定，構造部材の健全性評価についての耐震評価詳細フローを図 2-6に

示す。 

鉛直断面の耐震設計については，地震応答解析に基づく発生応力が許容限界以下である

ことを確認する。 

水平断面の耐震設計については，地震応答解析結果より，各部材の照査値が最も厳しい

荷重条件を抽出して静的フレーム解析を実施し，発生応力が許容限界以下であることを確

認する。 

頂版及び中床版については，開口部を模擬した単純支持によるシェル解析とし，面外方

向に躯体及び機器類の慣性力を静的に作用させ評価する。 

底版は接続する側壁及び中壁の中心間距離をスパンとした単純支持によるシェル解析と

し，２次元有効応力解析における仮想剛梁要素（底面）下面の地盤要素に発生する鉛直方

向有効直応力（σy’）及び間隙水要素の発生応力（Δu）の底版幅方向合力が最大となる

時刻の地盤反力と静水圧を作用させ評価する。 

 

図 2-6 立坑の耐震評価評価フロー  

地震時荷重

： 解析データの受渡しフローを示す

START

耐震設計（地震時）

・二次元有効応力解析

NG

要求機能の設定

許容限界値の設定

立坑水平断面の設計

耐震設計（地震時）

・版部材の拘束効果に対する検討
・二次元梁モデル解析

【許容限界値以下の確認】
・部材健全性（曲げ，せん断）
・極限支持力

RC部材の仕様設定

OK

END

立坑鉛直断面の設計

RC部材の仕様設定

NG 【許容限界値以下の確認】
曲げ，せん断

耐震設計（地震時）

・二次元静的フレーム解析

版部材の設計

RC部材の仕様設定

NG

OK

耐震設計（地震時）

・開口隣接側壁の鉛直方向曲げ検討
・二次元梁モデル解析

地震時荷重

地震時荷重

OK

耐震設計（地震時）

・三次元シェル解析
または
二次元梁モデル解析

【許容限界値以下の確認】
曲げ，せん断

耐震設計（地震時）

・側壁の拘束効果に対する検討
・三次元シェル解析＋二次元梁モデル
解析
または
二次元梁モデル解析

加速度

地震時荷重
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立坑の部材評価概念図を図 2-7 に示す。各部材評価で照査対象とする鉄筋を図 2-8 及び

表 2-2 に示す。 

 

a) ２次元有効応力解析からの応答値の抽出 

 

 

b) 立坑線形はり要素の鉛直断面設計 

 

 

c) 水平断面の設計（フレーム計算） 

 

          底版                頂版及び中床版の設計 

d) スラブの設計 

M

M

N

S

S

N

スラブ位置

加速度応答

地盤及び

間隙水要素の

応力

地盤及び

間隙水要素の

応力

地盤及び

間隙水要素の

応力

SN

M

地盤及び

間隙水要素の

応力

地盤及び

間隙水要素の

応力

地盤及び間隙水要素の応力 加速度応答による慣性力

底版
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図 2-7 部材評価概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 各部材評価で照査対象とする鉄筋種別概念図 

 

表 2-2 各部材評価で照査対象とする鉄筋 

部材 照査対象鉄筋
記

号
部材評価 備考 

側壁 

鉛直主鉄筋 ━ 立坑線形はり要素の鉛直断面設計（曲げ軸力）  

せん断補強筋
━

立坑線形はり要素の鉛直断面設計（せん断力）

＊ 水平主鉄筋 水平断面の設計（曲げ軸力） 

せん断補強筋 ━ 水平断面の設計（せん断力） 

底版 
水平主鉄筋 ━ 底版の設計（曲げモーメント）  

せん断補強筋 ━ 底版の設計（せん断力）  

頂版及び 

中床版 

水平主鉄筋 ━ 頂版及び中床版の設計（曲げモーメント）  

せん断補強筋 ━ 頂版及び中床版の設計（せん断力）  

注記 ＊：側壁における水平方向の鉄筋の設計について，各２次元鉛直断面モデル（２次元

有効応力解析モデル）による各側壁の面内方向のせん断力に対するせん断力照査

で設計する水平鉄筋（面内方向のせん断補強筋）と，水平断面フレーム解析モデ

ルにおける同側壁の面外方向の最大荷重に対する曲げ軸力照査で設計する水平鉄

筋（主鉄筋）は，同じ方向の鉄筋であり，両設計で算定される必要水平鉄筋量を
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足し合わせた合計必要水平鉄筋量以上を同側壁の面内方向に配置する。これと共

に，水平断面フレーム解析モデルにおける同側壁の面外方向の最大荷重に対する

せん断力照査で設計するせん断補強筋を同側壁の面外方向に配置する。 

直交する２つの２次元鉛直断面モデル（２次元有効応力解析モデル）により求

められる各側壁の面内方向のせん断力と面外方向の最大荷重に基づき，４辺の側

壁全てについて，上記の設計計算により，面内方向の合計必要水平鉄筋量（面内

方向の必要せん断補強筋量と必要主鉄筋量を足し合わせた合計必要水平鉄筋量）

以上を各側壁の面内方向に配置し，面外方向の必要せん断補強筋量以上を各側壁

の面外方向に配置する。 

 

水平２方向及び鉛直方向地震力に対する評価方針 

 

図 2-9 水平２方向及び鉛直方向地震力に対する検討フロー 

 

図 2-9 に水平２方向及び鉛直方向地震力に対する検討フローを示す。 

立坑の水平鉄筋での設計では，直交する２断面の２次元有効応力解析（鉛直断面モデ

ル）による側壁の面内方向のせん断力に対する①必要せん断補強筋量（Ａｓ１）を算定す
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る。また，側壁に対する面外方向の最大動土圧に対する②必要主鉄筋量（Ａｓ2）及び③

必要せん断補強筋量（Ａｓ3）を算定する。そして，Ａｓ１とＡｓ2を足し合わせた合計必要

鉄筋量以上，及び，Ａｓ3の必要鉄筋量以上を実配筋量として配置する。これにより，水

平２方向及び鉛直方向地震力が同時に作用した場合においても，各方向の地震力を負担

する役割を持たせたＡｓ１の実配筋量，Ａｓ2の実配筋量，Ａｓ3の実配筋量それぞれが各方

向の地震力を同時に負担できる水平鉄筋の設計となる。 

矩形立坑の鉛直鉄筋の設計では，直交する２断面の２次元有効応力解析による各方向

の曲げ軸力をそれぞれ負担できる鉛直鉄筋を配置する。これにより，水平２方向及び鉛

直方向地震力が同時に作用した場合においても，各方向の地震力をそれぞれ同時に負担

できる鉛直鉄筋の設計となる。 

円筒形立坑で水平１方向及び鉛直方向地震力を考慮した鉛直鉄筋の設計では，直交す

る２断面の２次元有効応力解析による各方向の曲げ軸力をそれぞれ負担できる鉛直鉄筋

を配置する。 

円筒形立坑で水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した鉛直鉄筋の設計では，直交す

る２断面の２次元有効応力解析結果のうち，曲げ軸力が時刻歴最大となる時刻の曲げモ

ーメントを直交する方向にも同時に作用させるものと仮定（曲げモーメントを√２倍）

した場合の曲げ軸力を負担できる鉛直鉄筋を配置する。これにより、水平２方向及び鉛

直方向地震力を負担できる鉛直鉄筋の設計となる。 

 

(1) 構造部材の健全性評価（水平鉄筋） 

 

 

図 2-10 水平２方向及び鉛直方向地震力に対する水平鉄筋の検討方針 
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図 2-10 に水平２方向及び鉛直方向地震力に対する水平鉄筋の検討方針を示す。 

立坑の側壁における面内方向の水平鉄筋として，２次元有効応力解析（鉛直断面）モ

デルの側壁面内方向のせん断力に対するせん断補強鉄筋（Ａｓ１）と，水平断面の２次元

フレーム解析モデルの側壁面外方向の地震時地盤反力で生じる曲げ軸力に対する主鉄筋

（Ａｓ２）は同じ向きの鉄筋であり，各方向の地震力をそれぞれ負担できる必要鉄筋量

Ａｓ１及びＡｓ２を算定し，それらを足し合わせた（Ａｓ１＋Ａｓ２）以上となる実配筋量を

各側壁の面内方向に配置する。また，水平断面の２次元フレーム解析モデルの側壁面外

方向の地震時地盤反力で生じるせん断力に対するせん断補強筋（Ａｓ３）の必要鉄筋量を

算定し，Ａｓ３以上となる実配筋量を各側壁の面外方向に配置する。 

 

(2) 構造部材の健全性評価（鉛直鉄筋） 

 

図2-11 水平２方向及び鉛直方向地震力に対する鉛直鉄筋の検討方針 

 

図2-11に水平２方向及び鉛直方向地震力に対する鉛直鉄筋の検討方針を示す。 

各２次元鉛直断面モデルにより得られる曲げ軸力に対して，鉛直鉄筋に発生する引張

応力度（σｖ１）を求める。このとき，曲げの方向に対し矩形フランジ部に配置される鉛

直鉄筋のみを有効としている。X 方向，Y 方向から作用する曲げ軸力を負担する部位が異

なるため，それぞれの方向の曲げ軸力を独立して受け持たせる設計となる。 

さらなる検討として，境界条件を固定境界とした版解析において固定境界に発生する

曲げ軸力（M０）と，側壁の固定境界に発生する曲げ軸力（M１または M２）を足し合わせ

た，M０＋Max（M１，M２）に対し，鉛直鉄筋に発生する引張応力度（σｖ２）を求める。こ

こで，Max（M１，M２）とは，M１または M２のどちらか大きい値のことである。 

上記より求めた鉛直鉄筋の引張応力度（σｖ１＋σｖ２）が許容限界以下であることを

確認する。  
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版部材の健全性評価 

(1) 頂版及び中床版 

頂版及び中床版については，開口部を模擬したシェル解析により設計断面力を算定

する。慣性力については，２次元有効応力解析により各床版位置における最大鉛直加

速度を算出し，重力加速度で除することで鉛直設計震度を求め算定する。単純支持に

よるシェル解析に基づき算定した水平方向の必要主鉄筋量以上を頂版及び中床版上下

面側それぞれに格子状に配置すると共に，鉛直方向の必要せん断補強筋量以上を配置

する。 

図 2-12 頂版及び中床版平面図 

図 2-13 頂版及び中床版シェル解析概念図 
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(2) 底版 

底版は接続する側壁及び中壁の中心間距離をスパンとしたシェル解析により設計断

面力を算定する。境界条件は単純支持とする。 

設計荷重は２次元有効応力解析において，仮想剛梁要素（底面）下面の地盤要素に

発生する鉛直方向有効直応力（σy’）及び間隙水要素の発生応力（Δu）の底版幅方

向合力が最大となる時刻を抽出し，その時刻における地盤反力分布を作用させる。ま

た，静水圧も分布荷重として考慮する。 

単純支持によるシェル解析に基づき算定した水平方向の必要主鉄筋量以上を底版上

下面側それぞれに格子状に配置すると共に，鉛直方向の必要せん断補強筋量以上を配

置する。 
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図 2-14 底版シェル解析概念図  
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適用基準 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・コンクリート標準示方書［構造性能照査編］（土木学会，2002 年制定） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（（社）日本電気協会） 

・道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 24 

年 3 月） 
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3. 耐震評価 

評価対象断面 

立坑の評価対象断面位置を図 3-1 に示す。構造物の耐震設計における評価対象断面は図

3-1 の南北方向断面及び東西方向断面とする。 

評価対象断面を図 3-2 に示す。 

 

 

図 3-1 立坑の評価対象断面位置図 
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図 3-2（1） 立坑の評価対象断面図（南北方向断面） 

 

 

 

 

図 3-2（2） 立坑の評価対象断面図（東西方向断面）

Ｎ Ｓ 

Ｅ Ｗ 
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許容限界 

許容限界は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」に基づき設定する。 

 

(1) 構造部材の健全性に対する許容限界 

立坑の構造部材は，許容応力度法による照査を行う。 

表 3-1 にコンクリート及び鉄筋の許容限界を示す。 

 

表 3-1 構造部材の健全性に対する許容限界 

評価項目 
許容限界 

(N/mm2) 

コンクリート*1 

(f’ｃｋ=40 N/mm2) 

短期許容曲げ圧縮応力度σｃａ 21.0 

短期許容せん断応力度τａ１ 0.825＊3 

鉄筋(SD490)＊2 
短期許容引張応力度σｓａ（曲げ軸力） 435 

短期許容引張応力度σｓａ（せん断力） 300 

鉄筋(SD345)*1 短期許容引張応力度σｓａ（せん断力） 294 

注記 ＊1：コンクリート標準示方書[構造性能照査編]（（社）土木学会，2002 年制定） 

   ＊2：道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成

24 年 3 月）  

＊3：斜め引張鉄筋を考慮する場合は，「コンクリート標準示方書［構造性能照査編］

（（社）土木学会，2002 年制定）」に基づき設定する。 
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(2) 基礎地盤の支持性能に対する許容限界 

極限支持力は，添付書類「Ⅴ-2-1-3 地盤の支持性能に係る基本方針」に基づき，

道路橋示方書（Ⅰ共通編・Ⅳ下部構造編）・同解説（（社）日本道路協会，平成 14

年 3 月）より設定する。 

表 3-2 に極限支持力度を示す。 

 

表 3-2 (1) 基礎地盤の支持性能に対する許容限界（南北方向） 

項目 
算定結果 

（kN/m2） 

極限支持力度ｑｄ 5796 

 

表 3-2（2） 基礎地盤の支持性能に対する許容限界（東西方向） 

項目 
算定結果 

（kN/m2） 

極限支持力度ｑｄ 6139 

 

評価方法 

立坑の耐震評価は，添付書類「Ⅴ-2-2-22-4 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑

部）の地震応答計算書」に基づく地震応答解析により算定した照査用応答値が，「3.2 

許容限界」において設定した許容限界以下であることを確認する。 

 

(1) 鉛直断面の構造部材の健全性評価 

鉛直断面の構造部材の曲げ軸力照査及びせん断力照査に対して，地震応答解析によ

り算定した応力が許容限界以下であることを確認する。 

鉛直断面南北方向の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図を図

3-3 に，せん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図を図 3-4 に示す。 

鉛直断面東西方向の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図を図

3-5 に，せん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図を図 3-6 に示す。 
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曲げモーメント（kN・m/m） 

 

（＋：圧縮，－：引張） 

軸力(kN/m)  

図 3-3 鉛直断面南北方向の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

(側壁（B4F），Ｓｓ－Ｄ１，ｔ＝23.10s） 

（検討ケース⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）して 

非液状化の条件を仮定した解析ケース）  

数値：各評価位置の最大断面力 

：最大照査値の断面力 

数値：各評価位置の最大断面力 

：最大照査値の断面力 
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せん断力(kN/m)  

図 3-4 鉛直断面南北方向のせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

(側壁（B4F トンネル部），Ｓｓ－Ｄ１，t=53.82s) 

（検討ケース②：地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）した解析ケース） 

  

数値：各評価位置の最大断面力 

：最大照査値の断面力 
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曲げモーメント（kN・m/m） 

 

（＋：圧縮，－：引張） 

軸力(kN/m) 

図 3-5 鉛直断面東西方向の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

 (側壁（B4F），Ｓｓ－Ｄ１，t=53.93s) 

（検討ケース④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により 

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

数値：各評価位置の最大断面力 

：最大照査値の断面力 

数値：各評価位置の最大断面力 

：最大照査値の断面力 
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せん断力(kN/m)  

図 3-6 鉛直断面東西方向のせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

(側壁（B4F），Ｓｓ－Ｄ１，t=53.92s) 

（検討ケース④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により 

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース） 

 

 

  

数値：各評価位置の最大断面力 

：最大照査値の断面力 
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(1) 水平断面の構造部材の健全性評価 

水平断面については，2.3 評価方針に従い，地震応答解析結果より，各部材の照査値

が最も厳しい荷重条件を抽出して静的フレーム解析を実施し，発生応力が許容限界以下

であることを確認する。 

水平断面の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図を図 3-7 に，せ

ん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力図を図 3-8 に示す。 
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曲げモーメント（kN・m/m） 

 

（＋：圧縮，－：引張） 

軸力(kN/m) 

図 3-7 水平断面の曲げ軸力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（中壁 B3F（開口部），Ｓｓ－Ｄ１，ｔ＝53.85s） 

（検討ケース④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により 

地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース）

数値：各評価位置の最大断面力 

：最大照査値の断面力 

数値：各評価位置の最大断面力 

：最大照査値の断面力 
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せん断力(kN/m) 

 

図 3-8 水平断面のせん断力照査における最大照査値の評価時刻での断面力 

（側壁（B2F），Ｓｓ－Ｄ１，ｔ＝53.81s） 

（検討ケース②：地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）した解析ケース） 

  

数値：各評価位置の最大断面力 

：最大照査値の断面力 
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(3) 水平２方向及び鉛直方向地震力に対する鉛直断面と水平断面の健全性評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力に対する鉛直断面の健全性評価については，2.3評価方

針に従い，直交する２断面の２次元有効応力解析（鉛直断面）モデルにより得られる時

刻歴最大照査値のうち，大きい方の時刻歴最大照査値が生じた時刻の曲げモーメントが

直交する断面方向にも作用（曲げモーメントを√２倍）するものと仮定して求められる

曲げ軸力，及び，側壁と版の固定境界における局所的な曲げモーメント増分を考慮して

評価する。 
水平２方向及び鉛直方向地震力に対する水平断面の健全性評価については，2.3評価方

針に従い，各２次元鉛直断面モデルに基づき算定される側壁面内方向のせん断力に対す

る必要せん断補強筋量（Ａｓ１），側壁面外方向の地震時地盤反力に対して水平断面の２

次元フレーム解析に基づき算定される必要主鉄筋量（Ａｓ２），及び必要せん断補強筋量

（Ａｓ３）それぞれについて耐震評価を行う。 

水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮し，Ａｓ１以上の実せん断補強筋量のみ，Ａｓ２

以上の実主鉄筋量のみ，Ａｓ３以上の実せん断補強筋量のみの各鉄筋量に対して，それぞ

れが負担すべき各方向の地震力を負担させた場合の発生応力が許容限界以下であること

を確認する。 
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(4) 基礎地盤の支持性能評価 

基礎地盤の支持性能評価においては，基礎地盤に生じる接地圧が極限支持力に基づ

く許容限界以下であることを確認する。 

接地圧が許容限界に対して最も厳しくなる検討ケースにおいて，基礎地盤に生じる

最大接地圧を図 3-9 に示す。 

 

 

図 3-9（１） 最大接地圧分布図（南北方向） 

① 原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース（Ｓｓ－２２） 

 

 

 

図 3-9（２） 最大接地圧分布図（東西方向） 

①原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 

（Ｓｓ－Ｄ１） 

 

  

最大接地圧 994 kN/m2 

最大接地圧 1240 kN/m2 
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4. 耐震評価結果 

構造部材の健全性に対する評価結果 

鉛直断面に対する耐震評価結果 

２次元有効応力解析により得られるコンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置

での最大照査値を表 4-1 に，鉄筋の曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値

を表 4-2 に，せん断力照査における各評価位置での最大照査値を表 4-3 に示す。 

以上より，立坑の鉛直断面の構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 
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表 4-1（1） 南北方向断面のコンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での 

最大照査値（水平１方向） 

 

 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 
   ②：地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）した解析ケース 

④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース 
 
＠：鉄筋の配置間隔 

      評価位置は下図に示す。 
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表 4-1（2） 東西方向断面のコンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での 

最大照査値（水平１方向） 

 

 

注記 ④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース
 

＠：鉄筋の配置間隔 
 

      評価位置は下図に示す。 
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表 4-2(1) 南北方向断面の鉄筋の曲げ軸力照査における各評価位置での 

最大照査値（水平１方向） 

 

 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 

   ②：地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）した解析ケース 
③：地盤物性のばらつきを考慮（－1σ）した解析ケース 
④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

 
＠：鉄筋の配置間隔 

      評価位置は下図に示す。 
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表 4-2（2） 東西方向断面の鉄筋の曲げ軸力照査における各評価位置での 

最大照査値（水平１方向） 

 

 

注記 ④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース
 

＠：鉄筋の配置間隔 
 

      評価位置は下図に示す。 



 

35 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-2
-
2
3-
4
 
R1
 

表 4-3（1） 南北方向断面のせん断力照査における各評価位置での 

最大照査値（水平１方向） 

 

 

注記 ②：地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）した解析ケース 
④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース 

 
＠：鉄筋の配置間隔 
 

      評価位置は下図に示す。 
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表 4-3（2） 東西方向断面のせん断力照査における各評価位置での 

最大照査値（水平１方向） 

 

 

 

  

注記 ④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース

   ⑥：地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）して非液状化の条件を仮定した解析ケース 
 
＠：鉄筋の配置間隔 

      評価位置は下図に示す。 
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水平断面に対する耐震評価結果 

コンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値を表 4-4 に，鉄筋

の曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値を表 4-5 に，せん断力照査におけ

る各評価位置での最大照査値を表 4-6 に示す。 

以上より，立坑の水平断面の構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確認

した。 
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表 4-4 水平断面のコンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値 

（水平１方向） 

 

 

 

  

注記 ④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース 
 
      ＠：鉄筋の配置間隔 

 
評価位置は下図に示す。 

（各階層毎に整理） 
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表 4-5 水平断面の鉄筋の曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値（水平１方向） 

 

 

  

注記 ④：敷地に存在しない豊浦標準砂の液状化強度特性により地盤を強制的に液状化させることを仮定した解析ケース 
       

＠：鉄筋の配置間隔 
 

評価位置は下図に示す。 

（各階層毎に整理） 
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表 4-6 水平断面のせん断力照査における各評価位置での最大照査値（水平１方向） 

 

 

  

  

注記 ②：地盤物性のばらつきを考慮（＋1σ）した解析ケース 

 
＠：鉄筋の配置間隔 
 

評価位置は下図に示す。 
 

（各階層毎に整理） 
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頂版及び中床版に対する耐震評価結果 

コンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値を表 4-7 に，鉄筋

の曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値を表 4-8 に，せん断力照査におけ

る各評価位置での最大照査値を表 4-9 に示す。 

以上より，立坑の頂版およびスラブの構造部材の発生応力が許容限界以下であるこ

とを確認した。 
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表 4-7（1） 南北方向のコンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

表 4-7（2） 東西方向のコンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

 

 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 

 
＠：鉄筋の配置間隔 
 

評価位置は下図に示す。 
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表 4-8（1） 南北方向の鉄筋の曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

表 4-8（2） 東西方向の鉄筋の曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 
＠：鉄筋の配置間隔 

 
評価位置は下図に示す。 
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表 4-9（1） 南北方向のせん断力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

表 4-9（2） 東西方向のせん断力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

 

  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 

 
＠：鉄筋の配置間隔 
 

評価位置は下図に示す。 
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底版に対する耐震評価結果 

コンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値を表 4-10 に，鉄筋

の曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値を表 4-11 に，せん断力照査におけ

る各評価位置での最大照査値を表 4-12 に示す。 

以上より，立坑の底板の構造部材の発生応力が許容限界以下であることを確認し

た。 
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表 4-10（1） 南北方向のコンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

表 4-10（2） 東西方向のコンクリートの曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

 

 

 

 

  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 

 
＠：鉄筋の配置間隔 
 

評価位置は下図に示す。 
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表 4-11（1） 南北方向の鉄筋の曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

表 4-11（2） 東西方向の鉄筋の曲げ軸力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

 

 

 

 

  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 
 
＠：鉄筋の配置間隔 

 
評価位置は下図に示す。 
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表 4-12（1） 南北方向のせん断力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

表 4-12（2） 東西方向のせん断力照査における各評価位置での最大照査値 

 

 

 

 

 

 

 

  

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 
 
＠：鉄筋の配置間隔 

 
評価位置は下図に示す。 
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水平２方向及び鉛直方向地震力に対する耐震評価結果 

(1) 鉛直断面の評価結果 

表 4-13 に鉛直断面の評価結果を示す。X 方向，Y 方向それぞれで最大の照査値を示す

階層，解析ケース及び基準地震動での評価結果を示す。 

 

表 4-13（1） 鉛直断面のコンクリートの曲げ軸力に対する評価結果（水平２方向） 

 

 

表 4-13（2） 鉛直断面の鉄筋の曲げ軸力に対する評価結果（水平２方向） 

 

 

 

  

部材幅 部材高 有効高 曲げﾓｰﾒﾝﾄ 軸力

ｂ(mm) ｈ(mm) ｄ(mm) （kN・m/m） （kN/m） σｃ（N/mm
2
） σｃａ（N/mm

2
） σｃ/σｃａ

有効応力解析 σｖ１ 16500 12500 12250
2-D38@200
2-D38@200

5665 10924 2 21 0.10 ① Ｓｓ－Ｄ１

拘束効果による曲げ σｖ２ 1000 3000 2750 2-D38@200 -3487 0 4 21 0.20 ① Ｓｓ－Ｄ１

合計 σｖ１＋σｖ２ - - - - - - 6 21 0.29 ① Ｓｓ－Ｄ１

有効応力解析 σｖ１ 12500 16500 16240
2-D51@200
2-D51@200

-104103 6726 5 21 0.24 ④ Ｓｓ－Ｄ１

拘束効果による曲げ σｖ２ 1000 3000 2740 2-D51@200 -3884 0 3 21 0.15 ④ Ｓｓ－Ｄ１

合計 σｖ１＋σｖ２ - - - - - - 8 21 0.39 ④ Ｓｓ－Ｄ１

評価位置

断面性状
鉄筋仕様

（引張鉄筋）

発生断面力 圧縮
応力度 検討ケース

短期許容
応力度

照査値

X方向
南側壁
ﾋﾟｯﾄ部

Y方向
西側壁
B4F

部材幅 部材高 有効高 曲げﾓｰﾒﾝﾄ 軸力

ｂ(mm) ｈ(mm) ｄ(mm) （kN・m/m） （kN/m） σｓ（N/mm
2
） σｓａ（N/mm

2
） σｓ/σｓａ

有効応力解析 σｖ１ 16500 12500 12250
2-D38@200
2-D38@200

-1109 6060 0 435 0.00 ① Ｓｓ－Ｄ１

拘束効果による曲げ σｖ２ 1000 3000 2750 2-D38@200 -3487 0 138 435 0.32 ① Ｓｓ－Ｄ１

合計 σｖ１＋σｖ２ - - - - - - 138 435 0.32 ① Ｓｓ－Ｄ１

有効応力解析 σｖ１ 12500 16500 16240
2-D51@200
2-D51@200

-103648 6590 152 435 0.35 ④ Ｓｓ－Ｄ１

拘束効果による曲げ σｖ２ 1000 3000 2740 2-D51@200 -3884 0 90 435 0.21 ④ Ｓｓ－Ｄ１

合計 σｖ１＋σｖ２ - - - - - - 242 435 0.56 ④ Ｓｓ－Ｄ１

Y方向の
鉛直鉄筋

西側壁
B4F

評価位置

断面性状
鉄筋仕様

（引張鉄筋）

発生断面力 引張
応力度

短期許容
応力度

照査値
検討ケース

X方向の
鉛直鉄筋

南側壁
ﾋﾟｯﾄ部
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(2) 水平断面の評価結果 

a. 評価位置及び評価ケースの選定 

立坑水平断面の設計においては，各階層で設計に用いる地震時地盤反力が最大とな

る解析ケース及び基準地震動を選定している。 

表 4-14 に評価位置選定結果を示す。地震時地盤反力が最大となる階層において鉛直

断面せん断及び水平断面の曲げ軸力照査が厳しくなり，水平鉄筋量が多くなると想定

されることから，評価位置は地震時地盤反力が最大となる階層を選定する。選定の結

果，B4F が選定された。 

表 4-15 に解析ケース及び基準地震動選定結果を示す。解析ケース及び基準地震動に

ついては，上記で選定された階層において鉛直断面のせん断力に対する設計及び水平

断面の設計でそれぞれ最大照査値をとる場合の解析ケース及び基準地震動を選定す

る。 

 

表 4-14 評価位置選定結果 

 

 

表 4-15 解析ケース及び基準地震動選定結果 

 

注記 （Ａｓ１＋Ａｓ２）の水平鉄筋量に対する照査結果を示す。 

  

地盤反力度 地盤反力度

（kN/m2） （kN/m2）

B1F 179 ⑤ Ｓｓ－３１（Ｈ－，Ｖ＋） 356 ③ Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）

B2F 616 ② Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋） 485 ④ Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ－）

B3F 960 ④ Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋） 445 ② Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）

B4F 816 ② Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋） 1199 ④ Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）

B4Fトンネル部 405 ② Ｓｓ－２１ 505 ④ Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）

ピット部 456 ② Ｓｓ－２１ 429 ② Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ－）

南北方向 東西方向

解析
ケース

基準地震動
解析

ケース
基準地震動

Ｘ方向 0.22 ② Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）

Ｙ方向 0.31 ④ Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）

Ｘ方向 0.39 ④ Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ－，Ｖ＋）

Ｙ方向 0.24 ② Ｓｓ－Ｄ１（Ｈ＋，Ｖ＋）

B4F 最大照査値
解析

ケース
基準地震動

鉛直断面せん断

水平断面
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b. 鉛直断面のせん断力に対する必要鉄筋量 

鉛直断面のせん断力に対する必要鉄筋量は，以下の式を用いて算定する。 

 

Ｖ
ｓ－ｒｅｑ

 ＝Ｖ－Ｖ
ｃａ

 

Ａ
ｗ－ｒｅｑ

 ＝Ｖ
ｓ－ｒｅｑ

・ｓ／（σ
ｓａ

・ｊ・ｄ） 

Ａ
ｓ１

 ＝Ａ
ｗ－ｒｅｑ

／ｎ  1000／ｓ 

 

ここで，    Ｖｓ－ｒｅｑ ：せん断補強筋が負担するせん断力 

     Ａｗ－ｒｅｑ ：1 組当たりのせん断補強筋の必要鉄筋量 

     Ａｓ１ ：奥行 1.0m 当りのせん断補強筋の必要鉄筋量 

  Ｖ ：作用せん断力 

  Ｖｃａ ：コンクリートの許容せん断力 

    Ｖ
ｃａ

＝1／2・τ
ａ1

・ｂ・ｊ・ｄ 

  τａ1 ：斜め引張鉄筋を考慮しない場合の許容せん断応力度 

  ｂ ：腹部幅 

  ｊ ：1／1.15 

  ｄ ：有効高さ 

  σｓａ ：鉄筋の許容引張応力度 

  ｓ ：せん断補強筋の間隔 

ｎ ：1 組のせん断補強筋の本数 
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c. 必要鉄筋量 

立坑の水平鉄筋については，直交する２つの２次元有効応力解析による側壁の面内

方向のせん断力に対する必要せん断補強筋量と面外方向の最大動土圧に対する必要主

鉄筋量及びせん断補強筋量をそれぞれ算定し，足し合わせた合計必要鉄筋量以上が実

配筋量として配置されていることを確認した。 

 

表 4-16（1） 鉛直断面のせん断力に対する必要水平鉄筋量算定結果（Ａｓ１） 

（水平２方向） 

 

 

表 4-16（2） 水平断面の曲げ軸力に対する必要水平鉄筋量算定結果（Ａｓ２）（水平２方向） 

 

 

表 4-16（3） 水平鉄筋量照査結果（Ａｓ１＋Ａｓ２）（水平２方向） 

 

作用
せん断力

腹部幅 有効高

ｺﾝｸﾘｰﾄ
許容

せん断
応力度

ｺﾝｸﾘｰﾄ
許容

せん断力

せん断
補強筋が
負担する
せん断力

せん断
補強筋
許容

応力度

せん断
補強筋の

間隔

1組の
せん断

補強筋の
本数

Ｖ ｂ ｄ τａ１ Ｖｃａ Ｖｓ－ｒｅｑ σｓａ ｓ ｎ Ａｗ－ｒｅｑ Ａｓ１

（kN） （mm) （mm） （N/mm
2
） （kN） （kN） （N/mm

2
） （mm） （本） （mm

2
/組） （mm

2
/m）

Ｘ方向 B4F ②
Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ＋）
60776 7500 11000 0.825 27695 33081 300 200 4 2306 2883

Ｙ方向 B4F ④
Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ＋）
106214 6000 15000 0.825 32282 73932 300 200 4 3779 4724

方向 階層
解析

ケース
基準地震動

必要
せん断

補強筋量

部材幅 部材高 有効高

ｂ ｈ ｄ σｓａ Ａｓ２

(mm) (mm) (mm) （kN・m/m） （kN/m） （N/mm
2
） （mm

2
/m）

Ｘ方向 B4F ④
Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ＋）
1000 3000 2790 SD490 -7539 0 435 6740

Ｙ方向 B4F ②
Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ＋）
1000 3000 2790 SD490 4547 0 435 3996

方向 階層
解析

ケース
基準地震動

断面性状

鉄筋種別

短期許容
応力度

必要
鉄筋量

曲げ

ﾓｰﾒﾝﾄ
軸力

発生断面力

鉛直断面の
せん断力に

対する
必要鉄筋量

水平断面の
曲げ軸力に

対する
必要鉄筋量

①合計
必要

鉄筋量

②
実配筋量

比率

Ａｓ１ Ａｓ２ Ａｓ１＋Ａｓ２ Ａｓ

（mm2/m） （mm2/m） （mm2/m） （mm2/m）

Ｘ方向 B4F 2883 6740 9623 20270 0.48

Ｙ方向 B4F 4724 3996 8720 20270 0.44

①/②

方向 階層
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(3) 許容限界地震時最大地盤反力に対する評価結果 

a. 許容限界地震時最大地盤反力算出ケースの選定 

許容限界地震時最大地盤反力は，水平断面設計の曲げ軸力照査，またはせん断照査

において照査値が 1.0 となる時の地盤反力である。そのため，水平断面設計の曲げ軸

力照査結果とせん断照査結果から厳しいケースを選定し，そのケースにおける常時荷

重，地盤反力載荷方向を用いて許容限界地震時最大地盤反力を算出する。 

表 4-17 に水平断面設計の曲げ軸力及びせん断照査結果を示す。立坑水平断面の設計

において，曲げ軸力照査が厳しいのは水平１方向地震力作用時であり，せん断照査が

厳しいのは水平２方向地震力作用時であるため，その結果を示す。なお曲げ軸力照査

は，最外縁鉄筋 1 段のみを配置した場合の結果を示す。 

いずれの階層においても，せん断照査値の方が曲げ軸力照査値よりも大きく，また

地盤反力についても大きい，もしくは同値である。よって，表 6-18 に示すとおり，許

容限界地震時最大地盤反力の算出ケースは，水平２方向地震力作用時のせん断照査が

厳しくなる常時荷重，地盤反力載荷方向を選定する。 

 

表 4-17（1） 水平断面曲げ軸力照査結果（水平１方向地震力作用時） 

 

 

 

 

 

 

 

部材幅 部材高 有効高 曲げﾓｰﾒﾝﾄ 軸力

ｂ(mm) ｈ(mm) ｄ(mm) (kN・m/m) (kN/m) σｓ(N/mm
2) σｓａ(N/mm

2) σｓ/σｓａ (kN/m
2
)

側壁 B1F
⑤Ｓｓ－３１

（Ｈ－，Ｖ＋）
両押し →← 最大 1000 3000 2780 D38 @200 1021 0 70 435 0.17 179

側壁 B2F
②Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ＋）
両押し →← 最大 1000 3000 2780 D38 @200 3284 0 223 435 0.52 616

側壁 B3F
④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ＋）
両押し →← 最大 1000 3000 2790 D51 @200 4984 0 192 435 0.45 960

側壁 B4F
②Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ＋）
両押し →← 最大 1000 3000 2790 D51 @200 4547 0 176 435 0.41 816

側壁 B4F
トンネル部

②Ｓｓ－２１ 両押し →← 最大 1000 3000 2780 D41 @200 2961 0 172 435 0.40 405

側壁
ピット部

②Ｓｓ－２１ 両押し →← 最大 1000 3000 2790 D51 @200 3285 0 127 435 0.30 456

側壁 B1F
③Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ＋）
両押し

↓
↑

最大 1000 3000 2780 D38 @200 -2154 0 147 435 0.34 356

側壁 B2F
④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ－）
両押し

↓
↑

最大 1000 3000 2780 D38 @200 -2980 0 203 435 0.47 485

側壁 B3F
②Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ＋）
両押し

↓
↑

最大 1000 3000 2790 D51 @200 -2764 0 107 435 0.25 445

側壁 B4F
④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ＋）
両押し

↓
↑

最大 1000 3000 2790 D51 @200 -7539 0 291 435 0.67 1199

側壁 B4F
トンネル部

④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ－）
両押し

↓
↑

最大 1000 3000 2780 D41 @200 -3696 0 215 435 0.50 505

側壁
ピット部

②Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ－）
両押し

↓
↑

最大 1000 3000 2790 D51 @200 -3305 0 128 435 0.30 429

設計
断面

検討ケース

決定ケース
断面性状

地震時荷重

常時
土水圧

照査値鉄筋仕様
（引張鉄筋）

発生断面力 引張
応力度

短期許容
応力度方向

南北

東西

載荷
方法

方向

地盤
反力
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表 4-17（2） 水平断面せん断照査結果（水平２方向地震力作用時） 

 

 

表 4-18 許容限界地震時最大地盤反力算出ケース選定結果 

 

 

          

 

    作用荷重図（左：B1F，B2F，B3F，B4F  右：B4F トンネル部，ピット部） 

 

  

部材幅 部材高 有効高

ｂ(mm) ｈ(mm) ｄ(mm) Ｖ(kN/m) Ｖａ(kN/m) Ｖ/Ｖａ (kN/m2)

側壁 B1F
③Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ＋）

二方向

片押し
→↑ 最大 1000 3000 2669 D16 @200×400 1240 2651 0.47 356

側壁 B2F
②Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ＋，Ｖ＋）

二方向

片押し
→↑ 最大 1000 3000 2669 D16 @200×400 2309 2651 0.88 616

側壁 B3F
④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ＋）

二方向

片押し
→↑ 最大 1000 3000 2711 D25 @200×400 3395 5362 0.64 960

側壁 B4F
④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ＋）

二方向

片押し
→↑ 最大 1000 3000 2655 D19 @200×200 4428 5813 0.77 1199

側壁 B4F
トンネル部

④Ｓｓ－Ｄ１

（Ｈ－，Ｖ－）

二方向

片押し
↑← 最大 1000 3000 2699 D19 @200×400 2703 3439 0.79 505

側壁
ピット部

②Ｓｓ－２１
二方向
片押し

↑← 最大 1000 3000 2727 D22 @200×400 2560 4352 0.59 456

地盤
反力

載荷
方法

方向

短期許容
せん断力

照査値地震時荷重

常時
土水圧

断面性状

鉄筋仕様
（せん断補強筋）

発生
せん断力設計

断面
検討ケース

決定ケース

側壁 B1F
二方向
片押し

→↑ 最大 せん断照査

側壁 B2F
二方向
片押し

→↑ 最大 せん断照査

側壁 B3F
二方向
片押し

→↑ 最大 せん断照査

側壁 B4F
二方向
片押し

→↑ 最大 せん断照査

側壁 B4F
トンネル部

二方向
片押し

↑← 最大 せん断照査

側壁
ピット部

二方向
片押し

↑← 最大 せん断照査

選定ケース

対象
照査項目

設計
断面

地震時荷重

常時
土水圧載荷

方法
方向
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b. 許容限界地震時最大地盤反力の算定 

(3) a. より，許容限界地震時最大地盤反力は，水平断面の解析により求められる発

生せん断力Ｖと，次式により求められる短期許容せん断力Ｖａの比率Ｖ／Ｖａ＝1.0 と

なる時の地盤反力である。表 4-19 に算出結果を示す。 

 

Ｖａ＝Ｖｃａ＋Ｖｓａ 

ここで， 

Ｖｃａ ：コンクリートの短期許容せん断力 

Ｖｃａ＝1／2･τａ１・ｂｗ・ｊ・ｄ 

Ｖｓａ ：斜め引張鉄筋の短期許容せん断力 

Ｖｓａ＝Ａｗ・σｓａ・ｊ・ｄ／ｓ 

τａ１   ：斜め引張鉄筋を考慮しない場合の短期許容せん断応力度 

ｂｗ   ：有効幅 

ｊ   ：1／1.15 

ｄ   ：有効高さ 

Ａｗ   ：斜め引張鉄筋断面積 

σｓａ   ：鉄筋の短期許容引張応力度 

ｓ   ：斜め引張鉄筋間隔 

 

表 4-19 許容限界地震時最大地盤反力算定結果（水平２方向） 

 

 

  

(kN/m2) Ｖ(kN/m) Ｖａ(kN/m) Ｖ/Ｖａ

側壁 B1F 820
二方向
片押し

→↑ 最大 せん断照査 2649 2651 1.00

側壁 B2F 720
二方向
片押し

→↑ 最大 せん断照査 2649 2651 1.00

側壁 B3F 1598
二方向
片押し

→↑ 最大 せん断照査 5360 5362 1.00

側壁 B4F 1654
二方向
片押し

→↑ 最大 せん断照査 5813 5813 1.00

側壁 B4F
トンネル部

727
二方向
片押し

↑← 最大 せん断照査 3439 3439 1.00

側壁
ピット部

1016
二方向
片押し

↑← 最大 せん断照査 4351 4352 1.00

発生
せん断力

短期許容
せん断力

照査値

照査結果

設計
断面

選定ケース

地震時荷重

常時
土水圧

対象
照査項目

許容限界
地震時最大
地盤反力

載荷
方法

方向



 

56 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-2
-
2
3-
4
 
R1
 

c. 評価結果 

表 4-20 に，算出した許容限界地震時最大地盤反力と各検討ケースの水平断面設計地

盤反力の比較結果を示す。いずれの階層においても各検討ケースの設計地盤反力は許

容限界地震時最大地盤反力以下であることを確認した。よって，水平鉄筋の実配筋量

では，設計地震力に対して発生した地震時最大地盤反力が許容限界地震時最大地盤反

力以下であることから，この実配筋量で耐震安全性が確保されている。 

 

表 4-20（1） 許容限界地震時最大地盤反力と水平断面設計地盤反力の比較結果 B1F 

 

 

 

表 4-20（2） 許容限界地震時最大地盤反力と水平断面設計地盤反力の比較結果 B2F 

 

 

水平断面南北方向 B1F 許容限界地震時最大地盤反力 820 kN/m
2 水平断面東西方向B1F 許容限界地震時最大地盤反力 820 kN/m

2

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

151 144 110 141

(0.19) (0.18) (0.14) (0.18)

139 119

(0.17) (0.15)

130 124 267 130 356 153 137 136

(0.16) (0.16) (0.33) (0.16) (0.44) (0.19) (0.17) (0.17)

141 146

(0.18) (0.18)

101 79

(0.13) (0.10)

158 92

(0.20) (0.12)

147 91

(0.18) (0.12)

124 76

(0.16) (0.10)

135 101

(0.17) (0.13)

142 124

(0.18) (0.16)

121 140

(0.15) (0.18)

173 170 173 148 179 177 97

(0.22) (0.21) (0.22) (0.19) (0.22) (0.22) (0.12)

Ｓｓ－３１

＋＋

Ｓｓ－３１

＋＋

－＋ －＋

Ｓｓ－２１ Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２ Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１３ Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４ Ｓｓ－１４

－－

Ｓｓ－１１ Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２ Ｓｓ－１２

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

＋－ ＋－

－＋ －＋

－－

         検討ケース
 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)          検討ケース

 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)

水平断面南北方向 B2F 許容限界地震時最大地盤反力 720 kN/m
2 水平断面東西方向 B2F 許容限界地震時最大地盤反力 720 kN/m

2

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

586 616 599 529 524 566 336 480

(0.82) (0.86) (0.84) (0.74) (0.73) (0.79) (0.47) (0.67)

579 351 318 348 485 227 231

(0.81) (0.49) (0.45) (0.49) (0.68) (0.32) (0.33)

420 389 268 392

(0.59) (0.55) (0.38) (0.55)

439 280

(0.61) (0.39)

279 183

(0.39) (0.26)

454 211

(0.64) (0.30)

432 202

(0.60) (0.29)

350 177

(0.49) (0.25)

490 210

(0.68) (0.30)

509 218

(0.71) (0.31)

387 173

(0.54) (0.25)

575 276

(0.80) (0.39)

Ｓｓ－３１

＋＋

Ｓｓ－３１

＋＋

－＋ －＋

Ｓｓ－２２ Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１３ Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４ Ｓｓ－１４

Ｓｓ－１１ Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２ Ｓｓ－１２

Ｓｓ－２１ Ｓｓ－２１

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

＋－ ＋－

－＋ －＋

－－

         検討ケース
 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)          検討ケース

 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)

－－

注記  （）内の値は，水平断面設計地盤反力／許容限界地震時最大地盤反力 を表す。 

注記  （）内の値は，水平断面設計地盤反力／許容限界地震時最大地盤反力 を表す。 
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表 4-20（3） 許容限界地震時最大地盤反力と水平断面設計地盤反力の比較結果 B3F 

 

 

 

表 4-20（4） 許容限界地震時最大地盤反力と水平断面設計地盤反力の比較結果 B4F 

 

 

  

水平断面南北方向 B3F 許容限界地震時最大地盤反力 1598 kN/m
2 水平断面東西方向 B3F 許容限界地震時最大地盤反力 1598 kN/m

2

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

632 736 430 445 440 426 351 391

(0.40) (0.47) (0.27) (0.28) (0.28) (0.27) (0.22) (0.25)

643 423

(0.41) (0.27)

843 960 354 386

(0.53) (0.61) (0.23) (0.25)

851 943 883 958 711 790 370

(0.54) (0.59) (0.56) (0.60) (0.45) (0.50) (0.24)

397 236

(0.25) (0.15)
506 342

(0.32) (0.22)

532 340

(0.34) (0.22)

400 249

(0.26) (0.16)

715 338

(0.45) (0.22)

670 363

(0.42) (0.23)

815 288

(0.52) (0.19)

541 384

(0.34) (0.25)

Ｓｓ－３１

＋＋

Ｓｓ－３１

＋＋

－＋ －＋

Ｓｓ－２１ Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２ Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１３ Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４ Ｓｓ－１４

Ｓｓ－１１ Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２ Ｓｓ－１２

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

＋－ ＋－

－＋ －＋

－－ －－

         検討ケース
 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)          検討ケース

 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)

水平断面南北方向 B4F 許容限界地震時最大地盤反力 1654 kN/m
2 水平断面東西方向 B4F 許容限界地震時最大地盤反力 1654 kN/m

2

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

649 816 679 687 528 748 861 1136

(0.40) (0.50) (0.42) (0.42) (0.32) (0.46) (0.53) (0.69)

600 906

(0.37) (0.55)

547 579 1034 1029 1026 1199 625 614

(0.34) (0.36) (0.63) (0.63) (0.63) (0.73) (0.38) (0.38)

473 1033

(0.29) (0.63)

307 327

(0.19) (0.20)

405 513

(0.25) (0.32)

419 506

(0.26) (0.31)

341 343

(0.21) (0.21)

562 514

(0.34) (0.32)

548 720

(0.34) (0.44)

558 813

(0.34) (0.50)

502 601

(0.31) (0.37)

Ｓｓ－３１

＋＋

Ｓｓ－３１

＋＋

－＋ －＋

Ｓｓ－２１ Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２ Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１３ Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４ Ｓｓ－１４

Ｓｓ－１１ Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２ Ｓｓ－１２

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

＋－ ＋－

－＋ －＋

－－ －－

         検討ケース
 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)          検討ケース

 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)

注記  （）内の値は，水平断面設計地盤反力／許容限界地震時最大地盤反力 を表す。 

注記  （）内の値は，水平断面設計地盤反力／許容限界地震時最大地盤反力 を表す。 
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表 4-20（5） 許容限界地震時最大地盤反力と水平断面設計地盤反力の比較結果 

B4F トンネル部 

 

 

 

表 4-20（6） 許容限界地震時最大地盤反力と水平断面設計地盤反力の比較結果 ピット部 

 

 

 

  

水平断面南北方向 B4Fトンネル部 許容限界地震時最大地盤反力 727 kN/m
2 水平断面東西方向 B4Fトンネル部 許容限界地震時最大地盤反力 727 kN/m

2

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

323 337 308 418

(0.45) (0.47) (0.43) (0.58)

366 326

(0.51) (0.45)

355 322 359 440

(0.49) (0.45) (0.50) (0.61)

344 408 414 403 505 338 341

(0.48) (0.57) (0.57) (0.56) (0.70) (0.47) (0.47)

247 268

(0.34) (0.37)
289 268

(0.40) (0.37)

301 268

(0.42) (0.37)

250 233

(0.35) (0.33)

398 405 392 360 359 367 279

(0.55) (0.56) (0.54) (0.50) (0.50) (0.51) (0.39)

329 339

(0.46) (0.47)

333 299

(0.46) (0.42)

300 205

(0.42) (0.29)

Ｓｓ－３１

＋＋

Ｓｓ－３１

＋＋

－＋ －＋

Ｓｓ－２１ Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２ Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１３ Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４ Ｓｓ－１４

Ｓｓ－１１ Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２ Ｓｓ－１２

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

＋－ ＋－

－＋ －＋

－－ －－

         検討ケース
 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)          検討ケース

 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)

水平断面南北方向 ピット部 許容限界地震時最大地盤反力 1016 kN/m
2 水平断面東西方向 ピット部 許容限界地震時最大地盤反力 1016 kN/m

2

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ① ② ③ ④ ⑤ ⑥

383 342 342 387

(0.38) (0.34) (0.34) (0.39)

427 377

(0.43) (0.38)

401 329 382 420

(0.40) (0.33) (0.38) (0.42)

392 419 429 406 416 403 373

(0.39) (0.42) (0.43) (0.40) (0.41) (0.40) (0.37)

282 290

(0.28) (0.29)

328 328

(0.33) (0.33)

342 319

(0.34) (0.32)

292 272

(0.29) (0.27)

441 456 434 360 417 423 293

(0.44) (0.45) (0.43) (0.36) (0.42) (0.42) (0.29)

401 351

(0.40) (0.35)

385 244

(0.38) (0.24)

349 244

(0.35) (0.24)

Ｓｓ－３１

＋＋

Ｓｓ－３１

＋＋

－＋ －＋

Ｓｓ－２１ Ｓｓ－２１

Ｓｓ－２２ Ｓｓ－２２

Ｓｓ－１３ Ｓｓ－１３

Ｓｓ－１４ Ｓｓ－１４

Ｓｓ－１１ Ｓｓ－１１

Ｓｓ－１２ Ｓｓ－１２

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

Ｓｓ－Ｄ１

＋＋

＋－ ＋－

－＋ －＋

－－ －－

         検討ケース
 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)          検討ケース

 地震動

地盤反力度（kN/m
2
)

注記  （）内の値は，水平断面設計地盤反力／許容限界地震時最大地盤反力 を表す。 

注記  （）内の値は，水平断面設計地盤反力／許容限界地震時最大地盤反力 を表す。 



 

59 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-2
-
2
3-
4
 
R1
 

(4) 水平断面の評価結果 

表 4-21 に水平断面の評価結果を示す。X 方向，Y 方向それぞれで最大の照査値を示す

階層，解析ケース及び基準地震動での評価結果を示す。 

以上より，水平 2 方向及び鉛直方向地震力に対する鉛直断面及び水平断面の構造部材

の発生応力が許容限界以下であることを確認した。 

 

表 4-21（1） 水平鉄筋の鉛直せん断力に対する評価結果（Ａｓ１）（水平２方向） 

 

表 4-21（2） 水平断面のコンクリートの曲げ軸力に対する評価結果（水平２方向） 

 

表 4-21（3） 水平鉄筋の曲げ軸力に対する評価結果（Ａｓ２）（水平２方向） 

 

表 4-21（4） 水平断面のせん断力に対する評価結果（Ａｓ３）（水平２方向） 

 

  

部材幅 部材高 有効高

ｂ(mm) ｈ(mm) ｄ(mm) Ｖ（kN/m） Ｖａ（kN/m） Ｖ/Ｖａ

X方向の水平鉄筋 ピット部 16500 12500 11000 4-D35@200 3318 4924 0.68 ② Ｓｓ－Ｄ１

Y方向の水平鉄筋 B2F 12500 16500 15000
3-D29@200
1-D32@200

3786 5550 0.69 ④ Ｓｓ－Ｄ１

評価位置

断面性状
鉄筋仕様

（せん断補強筋）

Ａｓ１

発生
せん断力

短期許容
せん断力

照査値
検討ケース

部材幅 部材高 有効高 曲げﾓｰﾒﾝﾄ 軸力

載荷
方法

方向 ｂ(mm) ｈ(mm) ｄ(mm) （kN・m/m） （kN/m） σｃ（N/mm
2
） σｃａ（N/mm

2
） σｃ/σｃａ

X方向 B4F 両押し
↓
↑

最大 1000 3000 2790 D51@200 -7778 2743 7.16 21 0.35 ④ Ｓｓ－Ｄ１

Y方向 B4F
二方向
片押し

→↓ 最大 1000 3000 2790 D51@200 -6204 7672 5.89 21 0.29 ④ Ｓｓ－Ｄ１

断面性状

地震時荷重
常時

土水圧

設計
断面

決定ケース
鉄筋仕様

（引張鉄筋）

Ａｓ２

発生断面力 圧縮
応力度

短期許容
応力度

照査値

検討ケース

部材幅 部材高 有効高 曲げﾓｰﾒﾝﾄ 軸力

載荷
方法

方向 ｂ(mm) ｈ(mm) ｄ(mm) （kN・m/m） （kN/m） σｓ（N/mm
2
） σｓａ（N/mm

2
） σｓ/σｓａ

X方向の水平鉄筋 B4F 両押し
↓
↑

最大 1000 3000 2790 D51@200 -7539 0 291 435 0.67 ④ Ｓｓ－Ｄ１

Y方向の水平鉄筋 B2F 両押し →← 最大 1000 3000 2780 D38@200 3284 0 223 435 0.52 ② Ｓｓ－Ｄ１

設計
断面

決定ケース

検討ケース地震時荷重
常時

土水圧

断面性状
鉄筋仕様

（引張鉄筋）

Ａｓ２

発生断面力 引張
応力度

短期許容
応力度

照査値

部材幅 部材高 有効高

載荷
方法

方向 ｂ(mm) ｈ(mm) ｄ(mm) Ｖ（kN/m） Ｖａ（kN/m） Ｖ/Ｖａ

X方向に直交する
せん断補強筋

B2F
二方向
片押し

→↑ 最大 1000 3000 2669 D16@200×400 2309 2651 0.88 ② Ｓｓ－Ｄ１

Y方向に直交する
せん断補強筋

B2F
二方向
片押し

→↑ 最大 1000 3000 2690 D16@200×400 2178 2672 0.82 ② Ｓｓ－Ｄ１

検討ケース
設計
断面

決定ケース

地震時荷重
常時

土水圧

断面性状
鉄筋仕様

（せん断補強筋）

Ａｓ３

発生
せん断力

短期許容
せん断力

照査値
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概略配筋図 

図 4-1 に概略配筋図を示す。 
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図 4-1（1）概略配筋図（南北方向断面） 
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図 4-1（2）概略配筋図（東西方向断面） 
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図 4-1（3） 概略配筋図  
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図 4-1（4）概略配筋図  
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図 4-1（5） 概略配筋図 
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基礎地盤の支持性能に対する評価結果 

基礎地盤の支持性能照査結果を表 4-22 および表 4-23 に示す。 

立坑部の基礎地盤に生じる最大接地圧が極限支持力度以下であることを確認した。 

 

 

表 4-22 基礎地盤の支持性能照査結果（南北方向） 

解析ケース 
評価 

位置 

最大接地圧 

（kN/m2） 

極限支持力度 

（kN/m2） 

① Ｓｓ－２２ １ 969 5796 

 

＊ 評価位置は下図に示す。 

 

表 4-23 基礎地盤の支持性能照査結果（東西方向） 

解析ケース 
評価 

位置 

最大接地圧 

（kN/m2） 

極限支持力度 

（kN/m2） 

② Ｓｓ－Ｄ１ １ 1239 6139 

 

＊ 評価位置は下図に示す。 

 

立坑南北方向          立坑東西方向 

 

注記 ①：原地盤に基づく液状化強度特性を用いた解析ケース 

注記 ②：地盤物性のばらつきを考慮（＋１σ）した解析ケース 


